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NICCO 平 21 第 16 号 
平成 21 年 7 月 10 日 

 
在イラン日本国特命全権大使 城田安紀夫 殿 
 
 

社団法人 日本国際民間協力会  
小野 了代（公印略） 

 
 
 

日本ＮＧＯ連携無償資金協力 
事業完了報告書 

 
 
平成 20 年 2 月 7 日付日本ＮＧＯ連携無償資金協力贈与契約に基づく「イラン人貧困層及
びアフガニスタン難民に対する職業訓練改善事業」が、平成 21 年 3 月 31 日をもって完
了いたしましたので、関係書類を添え、下記のとおり報告いたします。 
 

記 
 
１．事業の実施期間： 平成 20 年 2 月 7 日 ～ 平成 21 年 3 月 31 日 
 
２．事業の実施成果（要約）： 
ア 申請書に記載した期待する成果と達成度 
① 貧困層の若者の能力向上：商業印刷および「ハードウェア 2」コースでは裨益
者予想数と同数の訓練修了生を輩出し、上級英語コースではプレースメントテ
スト(事前のレベル分けテスト)により、受講者に見合った授業を提供したこと
で、質が高く、また効率のよい訓練を遂行することができた。上記の訓練を通
じて、本事業は貧困層の若者の能力向上に貢献した。 
② 就職可能性への広がり：新規上級特別コースや就職支援ワークショップの修了
生の中には、イラン国内で企業にインターンとして登用され、職業経験を積ん
でいる者も 10 名おり、既にアフガニスタンに帰還した者も数名いる。また、イ
ラン人受講生の中には習得したコンピュータ技術を生かして就業した者もい
る。このように、就職活動に関する実践的な職業訓練や企業でのインターン研
修により、就職機会が高まった。 
③ 女性の社会進出と地位向上：新規上級特別コースの卒業生のべ 233 名のうち
139 名と半数以上は女性であり、女性の能力向上にも貢献した。 
④ アフガニスタン難民の帰還：帰還の時期については難民の意志に委ねられ、訓
練修了後すぐに帰還する者ばかりではないが、企業でのインターン研修を経て
帰還した者もいる。能力が向上したことにより、アフガニスタンへの帰還後は、
より良い条件での就職が期待でき、自分の技能に自信を持てたことが帰還への
インセンティブになるものと考えられる。受講者アンケートでは６割以上が帰
還の意志を示しており、帰還の動機付けをする上でも充分な成果が得られたと
考えられる。 

 
イ 本事業への自己評価 
アフガニスタン難民に対して 5年間職業訓練を継続してきた経験をもとに作成さ
れた本事業の計画は妥当な内容であり、既存機材を有効活用することで経費を節約
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するなど、費用面でも効率よく事業運営ができた。また、新規上級特別コースの卒
業生の中にはアフガニスタンに帰還して就職した者やマシャッド市内にて企業での
インターンができる技能レベルに到達した者もいることから、技能習得や就職に対
する本事業の有効性は高いと考える。アフガニスタンへの帰還促進に対する事業の
有効性については、治安・雇用情勢など外部要因に影響されるため判断には暫く時
間が必要であると考えているが、当会の実施したアンケートによれば、帰還に対し
てポジティブな意志を表明する難民が約 6割おり、将来外部要因が改善された時に
は事業効果がより現れてくるものと想定している。さらに、本事業のインパクトと
して、裨益者の中にはボランティア講師としてコミュニティ施設や個人宅において
職業訓練校で得た知識の普及に努めている者もおり、彼らの活動により、間接的に
本事業の裨益効果が周囲の友人・家族等コミュニティの住民にも及んでいるものと
考えられる。平成 21 年 3 月 31 日の事業期間終了後、合意書を締結の上で同 4 月 6
日をもって現地のマシャッド市第五区自治体に運営を移管し、以後は現地自治体が
主体となって職業訓練を継続する予定であり、自立発展性も確保されている。 
 
ウ 今後の方針 
 当会が 2003 年に職業訓練校を開校させて以来、その卒業生数はのべ 3,000 人以上
に上っている。今後、アフガニスタン難民の帰還とイラン人貧困層の生活向上をさ
らに促進していくために、当会はマシャッド市にて「就職・帰還支援センター」を
立ち上げ、3 ヵ年計画にてアフガニスタン難民の帰還・自立支援、およびイラン人
貧困層の能力向上と就職支援を継続する予定である。 

 
３．日本ＮＧＯ連携無償資金精算額： 52,797.89 EUR 
              （契約額（供与限度額）より 7,547.11 EUR の減） 
 
４．会計報告：別紙のとおり 
 
５．外部監査報告書提出予定日：本事業完了報告書と同時に提出  
 
 



 

 

日本 NGO 連携無償資金協力 

「イラン人貧困層及びアフガニスタン難民に対する職業訓練改善事業」 

詳細報告書 

平成 21 年 7 月 10 日 

社団法人 日本国際民間協力会（NICCO） 

1. 事業の実施成果 

＜申請書に記載した事業により期待される効果と達成度＞ 

A. 申請書に記載した事業により期待される成果 

①貧困層の若者の能力向上 

能力開発の機会に恵まれなかった貧困地区であるゴルシャール地区の若者の能力開発と

向上を図る。 

 

②就職可能性への広がり 

技術を向上させた修了生が、入学前よりも容易に就職できるようになる。 

 

③女性の社会進出と地位向上 

女性や体に障がいを持った生徒に対しても平等に学習の機会を与える本事業が、女性の

社会進出を促進する。 

 

④アフガニスタン難民の帰還 

卒業生がアフガニスタンに帰還した場合、習得した技術を生かし好条件の職につくこと

ができれば、再びイランに帰国し難民となる可能性が減ると考えられる。また、そのよう

な卒業生が増えることで、その他の卒業生の帰還が促進される。 

 

B. 達成度 

①貧困層の若者の能力向上 

事業期間中において、新規上級特別コース全体（自己資金での開講分を含む）でのべ

303 名の受講希望者を受け入れ、268 名がコースを卒業した。特に、助成資金により開講

した以下の３コースでは、のべ 165 名※の受講者に対し 151 名が卒業しており、卒業率は

91%であった。 

 ハードウェア 2：43 名 （申請時の裨益者予想 40 名） 

 商業印刷：40 名 （申請時の裨益者予想 40 名） 

 英語上級：68 名 （申請時の裨益者予想 120 名） 

 

 



 

 

英語上級コースについては、受講前にプレースメントテスト（事前テスト）を課してお

り、同コースの受講に足る能力を有する受講希望者のみを選定していることが当初予想よ

りも裨益者数が低くなった要因として考えられるが、その一方、受講者を選抜したことに

より質が高く効率のよい訓練メニューが提供できたと評価している。加えて、能力不十分

で英語上級コースを受講できなかった者に対する受け皿として英語の基礎コースを自己資

金にて提供しており、その卒業者数は４ターム合計 101 名に上る。 

 なお、申請時に自己資金での開講を提案していた Teaching Method コースは受講希望者

数が低く、現地ニーズが低いものと判断し、開講を見合わせた。その代わり、映像処理、

Flash、会計等、ニーズに応じて新規に上級特別コースを開講した。 

本事業実施期間の卒業生数は、自己資金にて開講した基礎コースを含めてのべ 600 名に

達し、事業地区周辺の貧困層の若者の能力開発と向上に貢献したものと評価している。 

 

②就職可能性への広がり 

イランでは、アフガニスタン難民に対する就労制限により、難民がイランで就業するこ

とは難しい状況であるが、新規上級特別コースの卒業生のうち、イラン国内で企業にイン

ターンとして登用され、さらに職業経験を積んでいる者もおり、その中には既にアフガニ

スタンに帰還した者もいる。また、イラン人卒業生の中には習得したコンピュータ技術を

生かして就業した者もいることを確認している。 

 ハードウェア 2：卒業生 4 名をコンピュータ販売店等にインターンとしてあっせん。
（うち１名はその後アフガニスタンに帰還） 

 商業印刷：卒業生 3名をプリントショップ等にインターンとしてあっせん。 

 英語上級：卒業生 3 名を職業訓練校にて秘書業務を担当するインターンとして登用。 

 ネットワーク（自己資金にて開講）：卒業生 3名をコンピュータ販売や一般事務の 
インターンとして企業にあっせん。また卒業生 2名を職業訓練校において校内ネッ

トワーク管理を担う短期インターンとして登用。 

さらに、当会スタッフによる就職活動セミナーを全 4回実施し、のべ 101 名の参加者を

得た。このセミナーでは、現地ではなじみの薄い「自己分析」をセミナーに取り入れ、自

身の経験や将来（帰還後）の希望を就職活動や自身の将来設計につなげる手法について指

導した。また、就職活動に際して必要となる実践的なスキルの習得をねらい、就職情報の

検索方法や CV（英文履歴書）の効果的な記入方法に関する講義、就職模擬面接などを実施

した。 

このように、企業でのインターン研修による業務経験の蓄積や、就職活動に関する実践

的なスキルの習得により、卒業生の将来の就業の可能性が高まったものと評価している。 

 

③女性の社会進出と地位向上 

新規上級特別コースの卒業生のべ 268 名のうち、約 52%に当たる 139 名は女性であり、

また、卒業生の中には身体的な障がいを抱えた者もいた。女性や障がいを抱える者に対し

ても平等に学習の機会を与えたことで、彼らの能力向上と、将来の就業による社会進出の

可能性の増大に寄与できたものと評価している。 

 

 

 



 

 

④アフガニスタン難民の帰還 

新規上級特別コース卒業生のうち約 87%に当たるのべ 233 名がアフガニスタン難民であ

り、上述のように、卒業生の中には、企業でのインターン研修を経て帰還した者もいる。

帰還の時期については難民の意志に委ねられ、卒業後すぐに帰還する者ばかりではないが、

能力が向上したことにより、アフガニスタンへの帰還後、より良い条件での就職に結びつ

くことが期待でき、そのことが帰還のインセンティブに働くものと考えている。 

また、アフガニスタンの現状や就職状況に見識の深い講師を 7人（団体）招聘し、就職

支援ワークショップを開催した。申請時点では参加者（裨益者）数としてのべ 400 名を見

込んでいたが、本事業では 7回のワークショップでのべ 404 名の参加を得た。当該ワーク

ショップ終了後に実施したアンケート調査結果によれば、参加者の約 6割は近日中にある

いは将来的にアフガニスタンへの帰還・就職に対してなんらかの意思がある旨を回答して

おり、アフガニスタン難民に帰還の動機付けをする上でも充分な事業効果が得られたもの

と考えている。 

 

＜プロジェクトの自己評価＞ 

1. 計画の妥当性 ＜事業地・裨益者＞ 

対象地区であるマシャッド市第五区（Zone 5）はマシャッド市内の最

貧地区であり、住民 15 万人の過半数をアフガニスタン難民が占めて

いる。当会は 2003 年度に外務省 NGO 支援無償資金協力の助成を得て

職業訓練校を開校して以来、本事業開始まで同地区にてのべ 2,400 人

以上の卒業生を送り出してきた。本事業は、主に同職業訓練校にて初

級・中級のスキルを習得した卒業生を中心に上級コースを提供するこ

とで就職可能性を高めるとともに、アフガニスタン事情に詳しい講師

を招聘し、ワークショップを提供することで、アフガニスタン難民の

帰還意識の向上を図ることを目的としている。同地区にはアフガニス

タン難民などいまだ支援が必要な貧困層の若者が多く居住しており、

また基礎的訓練を修了した職業訓練校の卒業生も数多く存在し、上級

コース開講に対する現地住民のニーズが高かった。さらにイラン内務

省外国人移民管理局（BAFIA）からも、アフガニスタン難民に高度職

業訓練を提供し、難民の帰還を支援するよう要請を受けていた。 

以上のことから、事業地・裨益者の選定は妥当であったと評価する。

 

＜訓練内容・ワークショップ内容＞ 

訓練内容については、5年間の職業訓練校運営の経験をもとに、経験

豊かな講師･職業訓練校運営スタッフが裨益者のニーズやアフガニス

タンでの就業に必要なスキルを考慮した上で設計しており、レベル・

授業内容ともに妥当であったと考えている。 

またアフガニスタンからの講師招聘によるワークショップについて

は、講師の再選定やビザの発給交渉に時間を要したものの、アフガニ

スタンの労働社会福祉・殉教者・障がい者省のヘラート地域ディレク

ターといった行政関係者、ACBAR（Agency Coordinating Body for 

Afghan relief）といった就職支援を行うアフガニスタン現地 NGO 関

係者、職業訓練校を卒業しアフガニスタンに帰還を果たした元難民な



 

 

ど、多様な講師を招聘することで、行政的な手続きから就職を支援し

ている団体の情報、卒業生自らの体験に基づく帰還時の注意点といっ

たような幅広い情報を提供できた。 

以上のことから、訓練内容やワークショップ講師の選択・実施内容は

妥当であったと評価する。 

2. 効率性 ＜時間効率性＞ 

新規上級特別コースについては、当初スケジュールから大幅にずれる

ことなく遂行することができた。 

また、就職支援ワークショップについては、アフガニスタンからの招

聘講師のビザ発給交渉に時間を要したことにより、一部講師による事

業期間内でのワークショップ開催が難しくなったことから、事業変更

承認申請書を提出の上、事業期間を当初予定していた平成 21 年 2 月

6日から平成 21 年 3 月 31 日まで延長したが最終的にはのべ 400 名以

上の難民を対象にワークショップを実施することができた。 

 

＜費用効率性＞ 

本事業は以下の点で事業費用の支出を抑制できたものと考えている。

第一に、職業訓練校開校以来導入している機材を活用することで、コ

ンピュータなど資機材の新規投資を抑えて事業を遂行できたことがあ

げられる。第二には、訓練校の講師・スタッフが本事業の趣旨に賛同

し、市場平均よりも安価な報酬で引き受けたことがあげられる。 

一方、上記のような費用の節約によって事業の質を落とすことはな

く、最終的には、新規上級特別コースとしてのべ 268 名に対して高度

訓練を実施し、かつ就職支援として 404 名のワークショップ参加者に

裨益できたことから、本事業は費用対効果の面でも効率的に運営する

ことができたと評価している。 

3. 有効性 ＜技能習得・就職＞ 

本事業のカリキュラムは、スクールマネージャー、運営スタッフおよ

び経験豊富な講師陣によって作成されたものである。また、生徒の到

達度試験の結果、生徒からの授業に対する意見やアフガニスタンで必

要とされている技能ニーズといった情報を分析し、タームごとに授業

内容や開講コースを変更するなど試行錯誤を重ね、より良いコースを

提供できるよう授業内容の改善に努めてきた。こうした努力の結果、

生徒はおおむね授業の質に満足しており、新規上級特別コースの卒業

生の中にはアフガニスタンに帰還して就職した者やマシャッド市内に

て企業でのインターンができる技能レベルに到達した者もいることか

ら、技能習得や就職に対する本事業の有効性は高いと考える。 

 

＜アフガニスタン難民の帰還支援＞ 

アフガニスタン難民の本国への帰還は、最終的には難民自身の意志に

委ねられるため、本事業ではコントロールできない外部要因（アフガ

ニスタンの治安状況及び生活・雇用環境の善し悪し等）に影響される



 

 

点が多い。そのため、卒業後すぐに帰還する者ばかりではないが、本

事業にて実施した就職支援ワークショップ終了後のアンケート調査に

よれば、アフガニスタン難民の約 6割程度の難民が本国への帰還を検

討しているとの回答を得たことから、本事業は難民の帰還に際する動

機付けに一定の効果があったものと評価しており、将来外部要因が改

善されれば、本事業の効果がより現れてくるものと想定される。 

4. インパクト 卒業生の中には、アフガン・コミュニティ内に数多く存在する

「Afghan Institute」と呼ばれる公民館兼集合所（洋裁、英語、PC

などの技能訓練を行っている場所も少なくない）や個人宅においてボ

ランティア講師として得た知識の普及に努めているものもおり、彼ら

の活動により、間接的に本事業の裨益効果が周囲の友人・家族等コミ

ュニティの住民にも及んでいる。 

5. 自立発展性  本事業は平成 21 年 3 月 31 日に終了し、職業訓練校は平成 21 年 4 月

6日をもって現地のマシャッド市第五区自治体（Zone5）に運営を移

管した。移管に際しては、職業訓練校の建物に加えてコンピュータな

どの機材も移管することで、引き続き地域住民を対象とした職業訓練

が継続できるよう配慮している。移管した機材については、職業訓練

事業以外に使用しないこと、特に軍事利用や個人利用しないことを定

めた合意書を締結している。現在はマシャッド市第五区自治体

（Zone5）により職業訓練コース開講に向けた準備が行われており、

当会は移管後も職業訓練校と情報連携等で協力を続ける予定である。

 

＜今後の方針＞ 

 当会が 5年以上にわたって運営してきた職業訓練校は、平成 21 年 4 月 6日付でマシャ

ッド市第五区自治体（Zone5）に移管した。今後は同自治体が運営主体となり地元住民へ

の職業訓練を継続する予定であり、当会は引き続き情報連携等で協力を続ける予定である。 

 また、当会は、マシャッド市にて職業訓練校を運営してきた経験をもとに、同市にて主

としてアフガニスタン難民の帰還とその後の就職を支援する「就職・帰還支援センター」

を設置し、中長期的な視点に立ってアフガニスタン難民の帰還と自立支援、およびイラン

人貧困層の能力向上と就職支援を今後 3ヵ年計画にて展開する予定である。具体的には、

アフガニスタンへの帰還に際して十分な意思・能力を持つ者を育成するとともに、アフガ

ニスタン地元団体・企業との情報連携・ネットワーク構築によりアフガニスタンの就職・

生活情報を提供することで、育成した人材がアフガニスタンに帰還し、自立した生活がで

きることを目指している。この実現に向けて、①アフガニスタンでの需要が高いビジネス

スキル（ビジネス英語、会計、Web 制作等）や就職支援等の各種セミナー開催、②同セン

ター内外でのインターン研修による就業経験の機会の提供、③就職・帰還に関するカウン

セリングや Web・情報誌といった各種媒体によるアフガニスタンの生活・就職情報の提供

などにより、難民の帰還促進を図る。また、④難民帰還情報やアフガニスタンに関する生

活・就職情報の集積、⑤関連企業・団体との連携構築などにより、マシャッド市における

難民支援の中核施設づくりを目指す。さらに難民の帰還先となるアフガニスタンでは、ヘ

ラート州にて活動する二つの NGO（RSDO、FONON）と協働し、⑥帰還難民に対しても継続的

にサポート（職業訓練および就職・生活情報を提供）できる体制づくりを目指す。 

 

 


